
国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 教 職 員 就 業 規 則 等 新 旧 対 照 表 

改     正     前 改     正     後 

国立大学法人京都大学教職員就業規則 

（平成１６年達示第７０号） 
 （前 略） 

（育児・介護休業等） 
第４６条 教職員は、大学に申出又は請求することに

より、３歳に満たない子を養育するために育児休業

又は時間外勤務の免除を、小学校第３学年の終期を

経過するまでの子を養育するために育児短時間勤

務、１日の勤務時間の一部について勤務しないこと

若しくは早出遅出勤務をすること又は時間外勤務

若しくは深夜勤務の制限を受けることができる。 
 
２ 
３  
 
 （後 略） 

 
 
 

国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就
業規則      

 （平成１８年達示第２１号） 

 （前 略） 
 
 

 
別表第２（第２４条第１項関係） 

育児・介護規

程の規定 

適用する規定 

（略） （略） 

第２０条の７ 第２０条の７ 特定職員は、３歳

に満たない子を養育するため

に、大学に請求することにより、

正規の勤務時間以外の時間、週

休日及び休日の勤務（以下「時間

外勤務」という。）を命ぜられる

ことはない。ただし、業務の正常

な運営を妨げる場合は、この限

りでない。 

２ （略） 

 
別表第３（第２４条第４項関係） 

勤務時間等規
程の規定 

適用する規定 

（略） （略） 

第２７条 第２７条  
（１）～（９） 

（１０） 小学校就学の始期に

達するまでの子（配偶者の子

を含む。）を養育する短時間勤

務特定職員が、その子の看護

（負傷し、若しくは疾病にか

かったその子の世話を行い、

又はその子に予防接種若しく

 

 
 

（育児・介護休業等） 
第４６条 教職員は、大学に申出又は請求することに

より、３歳に満たない子を養育するために育児休業

を、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する

ために時間外勤務の免除を、小学校第３学年の終期

を経過するまでの子を養育するために育児短時間勤

務、１日の勤務時間の一部について勤務しないこと

若しくは早出遅出勤務をすること又は深夜勤務の制

限を受けることができる。 
２ 
３ 
 
 

   附 則（令和７年達示第１０号） 
 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
 

 

 

 

 

   附 則（令和７年達示第１０号） 
 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表第２（第２４条第１項関係） 

育児・介護規
程の規定 

適用する規定 

（同 左） （同 左） 

第２０条の７ 第２０条の７ 特定職員は、小学校

就学の始期に達するまでの子を

養育するために、大学に請求する

ことにより、正規の勤務時間以外

の時間、週休日及び休日の勤務

（以下「時間外勤務」という。）

を命ぜられることはない。ただ

し、業務の正常な運営を妨げる場

合は、この限りでない。 

２ （同 左） 

 
別表第３（第２４条第４項関係） 

勤務時間等規
程の規定 

適用する規定 

（同 左） （同 左） 

第２７条 第２７条  
（１）～（９） 

（１０） 小学校第３学年修了

前の子（配偶者の子を含む。）

を養育する短時間勤務特定職

員が、その子の看護（負傷し、

若しくは疾病にかかったその

子の世話を行い、又はその子

に予防接種若しくは健康診断

（略） （同 左） 

（略） （同 左） 



改     正     前 改     正     後 

は健康診断を受けさせること

をいう。）のため勤務しないこ

とが相当であると認められる

場合 一の事業年度において

当該子が１人の場合は５日、

２人以上の場合は１０日の範

囲内の期間 
 
 
 

 
 
 
（１１）～（２１）（略） 

（後 略） 

 
 

国立大学法人京都大学支援職員就業規則 

（令和４年達示第３号） 
 （前 略） 
 

 
 
別表第３（第１５条第２項関係） 

勤務時間等規
程の規定 

適用する規定 

（略） （略） 

第２７条 第２７条  
（１）～（９） 

（１０） 小学校就学の始期に

達するまでの子（配偶者の子

を含む。）を養育する特定短時

間勤務支援職員が、その子の

看護（負傷し、若しくは疾病に

かかったその子の世話を行

い、又はその子に予防接種若

しくは健康診断を受けさせる

ことをいう。）のため勤務しな

いことが相当であると認めら

れる場合 一の事業年度にお

いて当該子が１人の場合は５

日、２人以上の場合は１０日

の範囲内の期間 
 
 
 
 
 
 
（１１）～（２１）（略） 

 
 

別表第４（第１７条第１項関係） 

育児・介護規

程の規定 

適用する規定 

を受けさせることをいう。）、

もしくは学校保健安全法（昭

和３３年法律第５６号）第２

０条の規定による学校の休業

に伴いその子の世話を行うた

め、又はその子の教育もしく

は保育に係る行事への参加を

するため勤務しないことが相

当であると認められる場合 

一の事業年度において当該子

が１人の場合は５日、２人以

上の場合は１０日の範囲内の

期間 
（１１）～（２１）（同 左） 

 

 

 

 

 

 

   附 則（令和７年達示第１０号） 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
 
別表第３（第１５条第２項関係） 

勤務時間等規
程の規定 

適用する規定 

（同 左） （同 左） 

第２７条 第２７条  
 （１）～（９） 

（１０） 小学校第３学年修了

前の子（配偶者の子を含む。）

を養育する特定短時間勤務支

援職員が、その子の看護（負傷

し、若しくは疾病にかかった

その子の世話を行い、又はそ

の子に予防接種若しくは健康

診断を受けさせることをい

う。）、もしくは学校保健安全

法（昭和３３年法律第５６号）

第２０条の規定による学校の

休業に伴いその子の世話を行

うため、又はその子の教育も

しくは保育に係る行事への参

加をするため勤務しないこと

が相当であると認められる場

合 一の事業年度において当

該子が１人の場合は５日、２

人以上の場合は１０日の範囲

内の期間 
 （１１）～（２１）（同 左） 

 

 

別表第４（第１７条第１項関係） 

育児・介護規
程の規定 

適用する規定 

（略） （同 左） 



改     正     前 改     正     後 

（略） （略） 

第２０条の７ 第２０条の７ 支援職員は、３歳

に満たない子を養育するため

に、大学に請求することにより、

正規の勤務時間以外の時間、週

休日及び休日の勤務（以下「時間

外勤務」という。）を命ぜられる

ことはない。ただし、業務の正常

な運営を妨げる場合は、この限

りでない。 
２ （略） 

 （後 略） 

 
 

国立大学法人京都大学有期雇用教職員就業規 

則 
（平成１７年達示第３７号） 

 （前 略） 

（年次休暇以外の休暇） 
第５４条 次の各号に掲げる場合には、有期雇用教職

員(第７号、第１０号、第１１号、第１４号、第１

５号、第２１号及び第２２号に掲げる場合にあって
は、６月以上の契約期間が定められている者又は６
月以上継続勤務している者に、第１７号に掲げる場

合にあっては、無期雇用教職員に限る。ただし、第
２１号及び第２２号の休暇を取得できる有期雇用
教職員の制限については、育児休業、介護休業等育

児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律(
平成３年法律第７６号。以下「育児・介護休業法」
という。)第１６条の３第２項及び第１６条の６第

２項の規定において準用する第６条第１項ただし
書による労使協定がある場合に限る。)に対して当
該各号に掲げる期間の有給の休暇を与えるものと

する。 
（１）～（７） （略） 
（８） 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血管細胞

移植のための末梢血管細胞の提供希望者としてそ
の登録を実施する者に対して登録の申出を行い、又
は配偶者、父母、子(国立大学法人京都大学教職員

の育児・介護休業等に関する規程(平成１６年達示
第８４号。以下「育児・介護規程」という。) 第３
条第１項において子に含まれるとされる者を含む。

以下次項第１号及び第４号において同じ。)及び兄
弟姉妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末
梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞を提供する場

合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等
のため勤務しないことがやむを得ないと認められ
るとき 必要と認められる期間 

（９） （略） 
（１０） 負傷又は疾病のため療養する必要があり、

その勤務しないことがやむを得ないと認められる

場合(次項第２号及び第３号に掲げる場合を除く。
) 一の事業年度において１０日の範囲内の期間 

（１１）～（２０）（略） 

（２１） 小学校就学の始期に達するまでの子(配偶者
の子を含む。)を養育する有期雇用教職員が、その
子の看護(負傷し、若しくは疾病にかかったその子

の世話を行い、又はその子に予防接種若しくは健康

（同 左） （同 左） 

第２０条の７ 第２０条の７ 支援職員は、小学

校就学の始期に達するまでの子

を養育するために、大学に請求

することにより、正規の勤務時

間以外の時間、週休日及び休日

の勤務（以下「時間外勤務」とい 
う。）を命ぜられることはない。

ただし、業務の正常な運営を妨

げる場合は、この限りでない。 
 
２ （同 左） 

 
 
 

 
 
 

 
（年次休暇以外の休暇） 

第５４条 次の各号に掲げる場合には、有期雇用教職

員(第７号、第１０号、第１１号、第１４号及び第１
５号に掲げる場合にあっては、６月以上の契約期間
が定められている者又は６月以上継続勤務している

者に、第１７号に掲げる場合にあっては、無期雇用
教職員に限る。ただし、第２１号及び第２２号の休
暇を取得できる有期雇用教職員の制限については、

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働
者の福祉に関する法律(平成３年法律第７６号。以下
「育児・介護休業法」という。)第１６条の３第２項

及び第１６条の６第２項の規定において準用する第
６条第１項ただし書による労使協定がある場合に限
る。)に対して当該各号に掲げる期間の有給の休暇を

与えるものとする。 
 
（１）～（７）（同 左） 

（８）骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血管細胞移
植のための末梢血管細胞の提供希望者としてその登
録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は配

偶者、父母、子(国立大学法人京都大学教職員の育児
・介護休業等に関する規程(平成１６年達示第８４
号。以下「育児・介護規程」という。) 第３条第１項

において子に含まれるとされる者を含む。以下第１
８号及び第２２号において同じ。)及び兄弟姉妹以外
の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細胞

移植のため末梢血幹細胞を提供する場合で、当該申
出又は提供に伴い必要な検査、入院等のため勤務し
ないことがやむを得ないと認められるとき 必要と

認められる期間 
（９） （同 左） 
（１０） 負傷又は疾病のため療養する必要があり、そ

の勤務しないことがやむを得ないと認められる場合
(第１９号及び第２０号に掲げる場合を除く。) 一
の事業年度において１０日の範囲内の期間 

（１１）～（２０）（同 左） 
（２１） 小学校第３学年修了前までの子(配偶者の子

を含む。)を養育する有期雇用教職員が、その子の看

護(負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話を



改     正     前 改     正     後 

診断を受けさせることをいう。)のため勤務しない
ことが相当であると認められる場合 一の事業年
度において当該子が１人の場合は５日、２人以上の

場合は１０日の範囲内の期間 
 
 

 
 

（中 略） 

 
 

 

 
 

別表第１０ 

育児・介護規
程の規定 

適用する規定 

 （略） （略） 

第２０条の７ 第２０条の７ 有期雇用教職員は
、３歳に満たない子を養育する

ために、大学に請求することに
より、正規の勤務時間以外の時
間、休日の勤務（以下「時間外勤

務」という。）を命ぜられること
はない。ただし、業務の正常な運
営を妨げる場合は、この限りで

ない。 
２ （略） 

（後 略） 
 
   国立大学法人京都大学時間雇用教職員就業規 

   則 
（平成１７年達示第３８号） 

 （前 略） 

第４６条 次の各号に掲げる場合には、時間雇用教職
員(第７号、第１１号、第１２号、第１５号、第１
６号、第２２号及び第２３号に掲げる場合にあって

は、６月以上の契約期間が定められている者又は６
月以上継続勤務している者(第７号、第２２号及び
第２３号に掲げる場合にあっては、１週間の所定勤

務日数が２日以下である者又は週以外の期間によ
って勤務日が定められている時間雇用教職員で１
年間の勤務日が１２０日以下である者を除き、第１

１号に掲げる場合にあっては、週以外の期間によっ
て勤務日が定められている職員で１年間の勤務日
が４７日以下である者を除く。ただし、第２２号及

び第２３号の休暇を取得できる時間雇用教職員の
制限については、育児休業、介護休業等育児又は家
族介護を行う労働者の福祉に関する法律(平成３年

法律第７６号。以下第５０条において「育児・介護
休業法」という。)第１６条の３第２項又は第１６
条の６第２項の規定において準用する第６条第１

項ただし書による労使協定がある場合に限る。)に
限り、第９号に掲げる場合にあっては、別表第３に
掲げる者を除き、第１７号に掲げる場合にあっては

、１週間の所定勤務日数が２日以下である者又は週
以外の期間によって勤務日が定められている時間
雇用教職員で１年間の勤務日が１２０日以下であ

る者を除き、第１８号に掲げる場合にあっては、無

行い、又はその子に予防接種若しくは健康診断を受
けさせることをいう。) 、もしくは学校保健安全法
（昭和３３年法律第５６号）第２０条の規定による

学校の休業に伴いその子の世話を行うため、又はそ
の子の教育もしくは保育に係る行事への参加をする
ため勤務しないことが相当であると認められる場合 

一の事業年度において当該子が１人の場合は５日、
２人以上の場合は１０日の範囲内の期間 

 

 

   附 則（令和７年達示第１０号） 
 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 
 
別表第１０ 

育児・介護規
程の規定 

適用する規定 

（同 左） （同 左） 

第２０条の７ 第２０条の７ 有期雇用教職員は 
、小学校就学の始期に達するまで

の子を養育するために、大学に請
求することにより、正規の勤務時
間以外の時間、休日の勤務（以下

「時間外勤務」という。）を命ぜ
られることはない。ただし、業務
の正常な運営を妨げる場合は、こ

の限りでない。 
２ （同 左） 

 
 
 

 
 
 

第４６条 次の各号に掲げる場合には、時間雇用教職
員(第７号、第１１号、第１２号、第１５号及び第１
６号に掲げる場合にあっては、６月以上の契約期間

が定められている者又は６月以上継続勤務している
者(第７号、第２２号及び第２３号に掲げる場合にあ
っては、１週間の所定勤務日数が２日以下である者

又は週以外の期間によって勤務日が定められている
時間雇用教職員で１年間の勤務日が１２０日以下で
ある者を除き、第１１号に掲げる場合にあっては、

週以外の期間によって勤務日が定められている職員
で１年間の勤務日が４７日以下である者を除く。た
だし、第２２号及び第２３号の休暇を取得できる時

間雇用教職員の制限については、育児休業、介護休
業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する
法律(平成３年法律第７６号。以下第５０条において

「育児・介護休業法」という。)第１６条の３第２項
又は第１６条の６第２項の規定において準用する第
６条第１項ただし書による労使協定がある場合に限

る。)に限り、第９号に掲げる場合にあっては、別表
第３に掲げる者を除き、第１７号に掲げる場合にあ
っては、１週間の所定勤務日数が２日以下である者

又は週以外の期間によって勤務日が定められている
時間雇用教職員で１年間の勤務日が１２０日以下で
ある者を除き、第１８号に掲げる場合にあっては、

無期雇用教職員に限る。)に対して当該各号に掲げる



改     正     前 改     正     後 

期雇用教職員に限る。)に対して当該各号に掲げる
期間の有給の休暇を与えるものとする。 

（１）～（７）  （略） 

（８） 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞
移植のための末梢血幹細胞の提供希望者としてそ
の登録を実施する者に対して登録の申出を行い、又

は配偶者、父母、子（国立大学法人京都大学教職員
の育児・介護休業等に関する規程（平成１６年達示
第８４号。以下「育児・介護規程」という。）第３

条第１項において子に含まれるとされる者を含む。
以下次項第１号及び第４号において同じ。）及び兄
弟姉妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末

梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞を提供する場
合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等
のため勤務しないことがやむを得ないと認められ

るとき 必要と認められる期間 
（９）・（１０） （略） 
（１１）負傷又は疾病のため療養する必要があり、そ

の勤務しないことがやむを得ないと認められる場
合（次項第２号及び第３号に掲げる場合を除く。） 
次の表の１週間又は１年間の勤務日の日数欄の区

分に応じ、一の事業年度において、同表の日数の項
に掲げる日数の範囲内の期間 

 
（１２）～（２１）（略） 
（２２） 小学校就学の始期に達するまでの子(配偶

者の子を含む。)を養育する時間雇用教職員が、そ
の子の看護(負傷し、若しくは疾病にかかったその
子の世話を行い、又はその子に予防接種若しくは健

康診断を受けさせることをいう。)のため勤務しな
いことが相当であると認められる場合 一の事業
年度において当該子が１人の場合は５日、２人以上

の場合は１０日の範囲内の期間 
 
 

 
（２３）～（２６） 
２・３ 

（中 略） 
 
 

 
 

別表第９（第５０条関係） 

育児・介護規
程の規定 

適用する規定 

（略） （略） 

第２０条の７ 第２０条の７ 時間雇用教職員

は、３歳に満たない子を養育す

るために、大学に請求すること

により、正規の勤務時間以外の

時間、週休日及び休日の勤務（以

下「時間外勤務」という。）を命

ぜられることはない。ただし、業

 １週間又は１年間の勤務日の日数 そ の 他
の事項 

（略） 

期間の有給の休暇を与えるものとする。 
 
（１）～（７）  （同 左） 

（８） 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞移
植のための末梢血幹細胞の提供希望者としてその登
録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は配

偶者、父母、子（国立大学法人京都大学教職員の育児
・介護休業等に関する規程（平成１６年達示第８４
号。以下「育児・介護規程」という。）第３条第１項

において子に含まれるとされる者を含む。以下第１
９号及び第２１号において同じ。）及び兄弟姉妹以
外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細

胞移植のため末梢血幹細胞を提供する場合で、当該
申出又は提供に伴い必要な検査、入院等のため勤務
しないことがやむを得ないと認められるとき 必要

と認められる期間 
（９）・（１０） （同 左） 
（１１）負傷又は疾病のため療養する必要があり、そ

の勤務しないことがやむを得ないと認められる場合
（第２０号及び第２１号に掲げる場合を除く。） 次
の表の１週間又は１年間の勤務日の日数欄の区分に

応じ、一の事業年度において、同表の日数の項に掲
げる日数の範囲内の期間 

 
（１２）～（２１）（同 左） 
（２２） 小学校第３学年修了前までの子(配偶者の子

を含む。)を養育する時間雇用教職員が、その子の看
護(負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話を
行い、又はその子に予防接種若しくは健康診断を受

けさせることをいう。) 、もしくは学校保健安全法
（昭和３３年法律第５６号）第２０条の規定による
学校の休業に伴いその子の世話を行うため、又はそ

の子の教育もしくは保育に係る行事への参加をする
ため勤務しないことが相当であると認められる場合 
一の事業年度において当該子が１人の場合は５日、

２人以上の場合は１０日の範囲内の期間 
（２３）～（２６） 
２・３ 

 
 

   附 則（令和７年達示第１０号） 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
 
別表第９（第５０条関係） 

育児・介護規
程の規定 

適用する規定 

（同 左） （同 左） 

第２０条の７ 第２０条の７ 時間雇用教職員は、

小学校就学の始期に達するまで

の子を養育するために、大学に請

求することにより、正規の勤務時

間以外の時間、週休日及び休日の

勤務（以下「時間外勤務」という。）

を命ぜられることはない。ただ

 １週間又は１年間の勤務日の日数 そ の 他
の事項 

（同 左） 

（略） （同 左） 
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務の正常な運営を妨げる場合

は、この限りでない。 

２ （略） 

 （後 略） 
 

国立大学法人京都大学教職員の勤務時間、休暇 

等に関する規程 
（平成１６年達示第８３号） 

（前 略） 

第２７条  
（１）～（９） 
（１０） 小学校就学の始期に達するまでの子(配偶

者の子を含む。)を養育する教職員が、その子の看
護(負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話
を行い、又はその子に予防接種若しくは健康診断を

受けさせることをいう。)のため勤務しないことが
相当であると認められる場合 一の事業年度にお
いて当該子が1人の場合は５日、２人以上の場合は

１０日の範囲内の期間 
 
 

 
（後 略） 

 

 
 
 

 
国立大学法人京都大学教職員の育児・介護休
業に関する規程  

（平成１６年達示第８４号） 
（前 略） 

第７条の２ 育児休業等の申出をした教職員が、その

希望する変更後の育児休業等終了予定日の１月前
の日までに申し出た場合であって、大学が適当と認
めるときは、当該申出に係る育児休業等終了予定日

を育児休業等終了予定日とされた日前の日に変更
することができる。 
（中 略） 

（育児短時間勤務の終了） 
第１４条の６ 育児短時間勤務は、次の各号の一に該

当する場合には、当該事情が生じた日（第１０号か

ら第１２号までに掲げる事情が生じた場合にあっ
てはその前日）に終了する。 

（１）～（１０） （略） 

（１１）育児短時間勤務をしている教職員について当
該育児短時間勤務に係る子以外の子について育児
休業が開始されたとき。 

（１２） 
２・３ 
 （中 略） 

 （育児を行う教職員の時間外勤務の免除） 
第２０条の７ 教職員は、３歳に満たない子を養育す

るために、大学に請求することにより、正規の勤務

時間以外の時間、週休日及び休日の勤務（以下「時
間外勤務」という。）を命ぜられることはない。た
だし、業務の正常な運営を妨げる場合は、この限り

でない。 

し、業務の正常な運営を妨げる場

合は、この限りでない。 

２ （同 左） 

 
 
 

 
 
 

第２７条  
（１）～（９） 
（１０） 小学校第３学年修了前の子(配偶者の子を含

む。)を養育する教職員が、その子の看護(負傷し、
若しくは疾病にかかったその子の世話を行い、又は
その子に予防接種若しくは健康診断を受けさせるこ

とをいう。)、もしくは学校保健安全法（昭和３３年
法律第５６号）第２０条の規定による学校の休業に
伴いその子の世話を行うため、又はその子の教育も

しくは保育に係る行事への参加をするため勤務しな
いことが相当であると認められる場合 一の事業年
度において当該子が1人の場合は５日、２人以上の場

合は１０日の範囲内の期間 
 
 

   附 則（令和７年達示第１０号） 
 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
 

 
 
 

 
 
第７条の２ 育児休業等の申出をした教職員が、その

希望する変更後の育児休業等終了予定日の１月等前
の日までに申し出た場合であって、大学が適当と認
めるときは、当該申出に係る育児休業等終了予定日

を育児休業等終了予定日とされた日前の日に変更す
ることができる。 

 

（育児短時間勤務の終了） 
第１４条の６  
 

 
 
（１）～（１０） 

（１１）育児短時間勤務をしている教職員について当
該育児短時間勤務に係る子以外の子について育児休
業等が開始されたとき。 

（１２） 
２・３ 
 

（育児を行う教職員の時間外勤務の免除） 
第２０条の７ 教職員は、小学校就学の始期に達する

までの子を養育するために、大学に請求することに

より、正規の勤務時間以外の時間、週休日及び休日
の勤務（以下「時間外勤務」という。）を命ぜられる
ことはない。ただし、業務の正常な運営を妨げる場

合は、この限りでない。 

（略） （同 左） 

（同 左） 

（同 左） 

（略） 
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（中 略） 
第２０条の１０  

（１）（略） 

（２）請求に係る子が３歳に達したとき。 
 

 （３）～（５） 

２・３ 
 （中 略） 
 （介護休業に係る規定の準用） 

第４３条 第３３条、第３５条、第３６条及び第３８
条の規定は、介護部分休業について準用する。 
 （中 略） 

（介護休業に係る規定の準用） 
第４３条の５ 第３３条、第３６条及び第３８条の規
定は、介護時間について準用する。 

（後 略） 

 
第２０条の１０  

（１） 

（２）請求に係る子が小学校就学の始期に達したと
き。 

 （３）～（５） 

２・３ 
 

（介護休業に係る規定の準用） 

第４３条 第３３条から第３６条及び第３８条の規定
は、介護部分休業について準用する。 
 

（介護休業に係る規定の準用） 
第４３条の５ 第３３条、第３４条、第３６条及び第
３８条の規定は、介護時間について準用する。 

 

 

   附 則（令和７年達示第１０号） 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
  

（同 左） 

（同 左） （略） 

（略） 


